研修出張様式４
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研修報告書

	所　　属　　青山荘　　　　　　職　種　精神保健福祉士　　　　　氏　名　山田　忍

	期　　間　　平成18年　8月　27日（9：30～15：30）

	出張目的　　Ｈ19年度　地域生活支援事業研修　参加の為

	出 張 先　　アピオ青森

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜総括＞

　現在は、「入院医療中心から地域生活中心へ」と精神保健福祉施策が進められており、その為には、『国民の理解』『精神医療』『地域生活支援』といった様な部分が深化または強化されなければならない。

今回の「自立支援法」の制定により、例えば、患者様のリハビリや入院（重度の方）などの枠組みは行えたのではないか。機能分化することでメリットのある方、そうではない方もいるかとは思うが、今後、我々は精神疾患や精神障害者の理解を求めることや、相談支援、就労支援などの施設機能の強化やサービスの充実（地域生活支援）を通じて市町村を中心に地域で安心して暮らせる体制を整備することを大きな目標とし、実践していかなければならないと思う。今回、講義を聞き、「べてるの家」で生活している方の強みとして、実際に自らが希望して社会参加していること、自分の意思で一日一日を決め、どの様に過ごすか計画立ていることが挙げられ、その様な反スティグマと心のバリアフリーの促進がなされている『地域』が整備されていることは理想的であると感じた。私は利用者様やその家族様に対して、「疾病がなければ今現在はどの様な性格で、どの様な能力があり、どの様な生活を送っているだろう」などと考えてしまうことがあるが、「べてるの家」では、個人の「強み」を生かし、本来と変わらない「苦労」を手にすることが出来ているのだと感じた。また、私は、「べてるの家」と同じ様な支援をするのではなく、その地域の特性と、関係機関、疾患の特性などを考慮した上で、どの様な地域づくりをするか今後上司や同僚など他者と話し合っていきたいと感じたし、勉強していかなくてはならないと感じた。

　講義の内容で気になった部分…少々驚いたこととしては、自立支援法施行後に退院促進がなされ、浦河町の病院病床数が減少したことなどである（400床→200床）＊職員は400→280程。浦河町では、このことから入院の必要性のある方も地域で生活することとなり、また、入院枠がない為、適正ではないと考えられる地域生活を送っている現状があった。「べてるの家」では当事者がその方々を支える為に「一緒に住み、寝るときも近くにいて安心させる」などの活動が行われているとの事。また、ここでも入院させられない理由として補助金の削減などの理由が出てきていた。病床数においても地域間格差があり、今後、各地域の病床数目標値の設定による新たな病床算定方式の導入や長期入院患者様、認知症患者様の処遇検討・機能分化など改善策が必要なところも多いと感じたし、この様な過疎地において地域ケアを強化するのであれば、ACTなど在宅医療やそれに基づく財源問題・実施主体・職員養成などの課題解決が絶対的に必要とされる。「退院促進支援事業」は退院できる状態にある入院患者様の退院促進を目的としているが、「本人が納得する退院」ができる地域にしていければと感じる。

また、今回、向谷地氏は、障害者自立支援法の施行に伴い、「良かった点」として、これまではなかった機関と連絡や連携をとる機会が増えたことを挙げていた。私もこの研修もそのひとつであり、「その通りだ」と感じた。青森県では、未だ退院促進事業は行われていないが、関係機関との関係強化が図れ、機関・地域・当事者同士の「横のつながり」が増強されることで、「家族への依存」による社会的入院が減少すれば、この法律が施行された甲斐があるものだと感じ、私たち職員は、この法律を利用して一つひとつケースごとの支援をしっかりと行い、法律の課題への改善へと少しでも繋げられればと思う。

＜勉強になった点＞

また、今回、私が研修で考えたことは、やはり、青山荘に入所している方々の「今後」に関してである。私は、これまで自立支援法によりグループホームや自立訓練へ体系移行した際に例えば、グループホームが生活訓練施設と同様の人数やハードであり、当事者が不安にならないかどうか、青山荘とは違い、退所期限も設けられていない為、活動意欲や退所意欲に影響を及ぼさないかどうか、認定結果や法人の収益の影響などで、当事者のサービスが限定され、ニーズが抑制されるなど「生活のしづらさ」に繋がらないかどうかなど不安に考えていた。また、自立支援法の課題の一つとして、今回も他参加者からも多くの意見が聞かれたことが、「地域間格差」であった。財政による問題も多いと思うが、現在、他市町村への退所者を支援しているにあたり、それは私も感じていたところである。自分の住宅がその市にあるにも関わらず、社会資源がない為に青山荘入所に至ったケースであり、元の市に退所支援をしている中で、「訪問支援がもっと欲しい」「日中の活動場所をもっと本人のニーズに即したものにして欲しい」と考えることも多かった。しかし、今回研修に参加し、向谷地氏の話を聞く中で、入所者が社会参加できる場所と能力を提供するにあたっては、今後も改善可能であり、上記で挙げた入所者支援でも、我々が関わることで新しいサービスや機関の繋がりもでき、今後、その様なケースを大切にしながらサービス内容の拡大・更なる機能分化とケアマネジメントを活用した「自立生活支援計画」によるサービス給付の仕組み・社会復帰施設の機能再編と努力・実績を反映する個人単位の支払い方式への見直しなどへ法律を転換することができればと感じた。

青山荘では、現在定期的なプログラム活動としては、ＳＳＴ・調理教室・学習会が主であり、そこで得たスキルは実際に生活面で変化が見られている。しかし、社会参加という部分ではやや欠けていると感じることも多い。もちろん、退所先や能力・目的別に内容やグループを変動させたりもしているが、今後、デイケアとの機能分化を図り、かつ体型移行後のサービスは対象者を現在の入所者のみではないので、更に「社会参加」に近い内容やグループ設定を行うなどしなくてはならないと感じる。SSTにおいては、「べてるの家」では、普段実際に活動している作業所、住居、生活支援、販売、講演での生活課題に関して取り組み、実際に効果が現れやすいのではないかと感じる。また、活動されている場は、べてるの家（作業所、住居、生活支援、販売、講演）だけではなく、訪問看護ステーション、保健所社会復帰学級など多岐に及んでおり、地域で意欲を持ち活動できることとして、生活・就労・訓練が両立していることは「羨ましい」とも感じた。

　また、住居の確保や日課の活動場所には八戸市でも更に開拓が必要であり、浦河町でも3km圏内で25箇所程の住居（共同住居・グループホーム・ケアホーム）が整備されているとのことだが、退院後の住まいとして考えられる一人暮らし、グループホーム、（生活訓練施設・福祉ホーム）、家族と同居の場などは当事者のニーズを捉えながら不動産や大家との連携をとりながら整備しなければならないし、当事者が自力で解決するエンパワメントを強化する働きかけも必要であると感じる。また、退院後の生活の場の整備は今後、次々と整備されていく為、今後当事者の方々と関わりながらボランティア様の協力や新たな活動（有償ボランティアなど）を築ける機会があれば対応していきたい。

講演　「障害者自立支援法と関係者の役割」

講師　北海道医療大学　看護福祉学部　教授　向谷地　生良　様

講義では、「地域のかかえる苦労への参加」と「自分らしい苦労の取り戻し」の手段としてビジネス一起業に挑戦、過疎化が進み事業所の撤退や閉店する店が相次ぐ中で、日高昆布の直産・介護保険事業・出版事業に進出した「べてるの家」のこれまでの歴史と、現状について中心に説明して頂いた。現在の浦河町の現状としては、NTT、JRなどの営業所廃止、農林水産省の種畜に牧場の廃止、法務局の町外への移転など様々な面の「地域を支える機関」は減少しているとのことで、産業総生産額も、農産・畜産・林産など各項目において10年前の約半分に減少している状態であるとのこと。町民の半分以下が150万円以下の年間収入であると聞き驚いた。また、その様な中で、年間1億円以上の売り上げを挙げているといわれる「べてるの家」は地域を支える機関のひとつであると考えられるし、それを行っている当事者、または後方から支援している職員はどの様な関わりを持っているか詳しく知りたいと感じた。今回はその様な内容を聞く機会はなかったが、今後、見学する機会などがあれば実際に見てみたいと感じた。特に見学したいと感じた理由は地域参加＝当事者の生きがいや地域住民の理解などのプラス面だけでなく、苦労や不満などマイナス面を見てみたいからである。

私は「べてるの家」の印象としては、当事者が地域に対して自己開示が障害も含め強くされており、それにより入院期間や服薬量が減少しているという印象を持っていた。それに関連づいた話も少々しており、「開示できることは虚言をすることもなく、隠すこともない為本人のストレスも軽減するし、適切な医療も提供できる」様な内容を話していた。また、自立支援法で課題となっている「財政面」において、向谷地氏は、国の予算削減の目的があることを話しながらも、「べてるの家では出来る限り補助金に頼らない様にしようと当事者の方々とも決めている」と話す。その事から、「べてるの家」で生活している当事者の方々からますます「生きがい」を感じられた。

また、向谷地氏も「福祉の現場への市場原理、競争原理の導入」「利用者がサービス選択できるサービスがない」ことなどを課題として挙げていたが、まず、私たちは更に利用者の細かなニーズを捉え、柔軟にサービスの提供をしていかなくてはならない。（べてるの家では、デイケアをショートケアとして利用し、その他の時間で就労移行支援や一般就労をしている方が多くなったとのこと）

またべてるの家では、様々な関係機関と定期的にケア会議を行い、地域での連携方法や当事者の処遇などを検討しているとのことで、我々も毎週の処遇検討会議では健康面、教育面、就労面、生活面、財政面、社会参加の面など課題として挙げられており、地域で生活する方々の処遇を検討する上でその様な方を具体的に検討できる場を設けていくことも必要と感じた。

○浦河町の概要説明

位　置＝北海道日高支庁管内の南部、札幌市から約180km、帯広市から約150kmの場所に位置する。

総面積＝694.24ｷﾛ平方ﾒｰﾄﾙでその81％を山林が占めている。

　特　産＝豊かな太平洋がもたらす海洋資源は豊富で、なかでも良質のダシ昆布「日高昆布」やサケ・マス、夏から秋にかけてのスルメイカは特産品となっている。

　人　口＝15,040人（男性＝7,347、女性7,693）

　世　帯＝7,142世帯

○「べてるの家」の概要・活動の説明　（ビデオ鑑賞・口頭での説明）

Ⅰ）べてるのはじまり
1978年、回復者クラブどんぐりの会の有志メンバー数名が浦河教会の旧会堂を拠点として活動をはじめ、その後、多くの当事者メンバーが集い、交流するようになった。講師である向谷地氏もこの当時から参加し、一緒に生活を送っていたとのこと。

1983年、浦河日赤病院の精神科を退院した早坂潔さん（現・浦河べてるの家代表）をはじめとする精神障害を体験した回復者数名が、浦河教会で、日高昆布の袋詰めの下請け作業を始めた。 
1984年に当時浦河教会の牧師だった宮島利光氏から、「べてるの家」と命名された。現在では、精神障害のみではなく、様々な障害を持った当事者が活動に参加している。

Ⅱ）活動理念

「地域のために」　　　　　　　「社会復帰から社会進出へ」

「三度の飯よりミーティング」　「作業から商売へ」　　

「弱さを絆に」　　　　　　　　「べてるの繁栄は地域の繁栄」

Ⅲ）組織図
→共同住居・グループホーム
・フラワーハイツ
・潮見ハイツ
→「浦河べてる」事業　　　　　　　　　　　　　　
「地域交流事業部」　　　　　　　　「新鮮組事業部」
　・イベント　　　　　　　　　　　　　・製めん
　・オリエンテーション研修　　　　　　・水産
　・ICT　　　　　　　　　　　　　　　・環境清掃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・農産
→「ニューべてる」

「販売製造事業」　　　　　「４丁目ぶらぶらざ」

＊「べてるの家」事業を担う人たちは、精神障害者130人程度

＊グループホーム・ケアホーム・共同住居は国道3km程の区間で25程の建物がある。アパートなどを買い取っていたりするが、周囲の住民の理解の為にも新築は購入・新築しておらず、「古い家」を購入しているとのこと。

Ⅳ）活動

今回は「べてるの家」で行われている福祉活動の中で以下の様な活動が行われていることを知ることができた。

	「べてるの家」一週間の活動予定

	月
	当事者研究

	火
	SST　ぶらぶらの会

	水
	作業のみ

	木
	SST　ばらばらの会

	金
	金曜ミーティング


特徴としては、

　・毎朝ミーティングが行われ、自分の「本日の活動」は自分で決定し、全体に伝えている。例えば、「本日は体調が思わしくなく、無理はできないと思うので15時に帰ります」など。この事で、「無理させない環境」「本人が負担感じない活動」の確立が出来ている。

　・「当事者研究」とは、自分や他者の病気について皆で研究し、「薬に頼り過ぎない」「他者と助け合う」治療を目的としている。毎年行われているべてる祭りの中には、「幻覚・妄想祭り」があり、その中で当事者研究や障害をもとにした替え歌の発表をするとの事。

Ⅴ）実績

　・障害を体験した町民である当事者の社会進出、社会参加を起業という形で実践した。

　・精神医療の最先端の技術や方法を積極的に取り入れ、当事者のツールとして実用化を図った。

　・過疎地で障害を抱えながら暮らすことが、「決してマイナスではない」ことを実証

　・精神障害を単なる「病気」という視点からではなく、「豊かさ」「文化」の一つとして社会に提示

〇講義内容

講義開始時に講義のポイントとして以下の4点を挙げていた。

　・当事者も含めた住民自身が、地域の福祉を作っていく時代における「関係者」の役割

　・「障害者自立支援法」に適応するのではなく、望ましい地域福祉サービス確立に向けて「障害者自立支援法」をいかに変革していくかの視点

　・住民、当事者、関係者の連携と連帯の重要性

　・実践のモデルから、新たな人間尊重の理念と街づくりのモデルを創造する

　＊当事者が変革の主体となり、組織を作っていく。自分がどの様な課題を持っているか当事者が理解し、また、地域が障害を持った方から学ぶことができる。

　＊病状管理・金銭管理など、これまではマイナスのものをプラスにするプログラムが中心であったが、プラスのものをどう生かすかを検討することも必要（一人一起業支援など）

Ⅰ）自立支援法の時代における福祉の課題

　・「福祉の専門性」の揺らぎが生じている

　・地域間格差－市民力の格差が生じている

　・自治体の財政危機における福祉の一般財源化

　・個人情報保護という名の市民の分断がある。

＊個人情報法により人の交流を阻害していることもあると、やや批判的であった。「職員が何も教えてくれない」と利用者様から相談があった事例などを話している。また、職員はあくまでサポートする役割であり、いつでも連絡できる安心感を持たせる為にも電話番号なども向谷地氏は教えているとのこと。しかし、利用者様からの実際に電話件数は「少ない」と話す。理由として「当事者同士の関わりが確立されており、その中で解決しているから」と説明している。

＊浦河町は、小さな町に、保健所、福祉事務所、総合病院、裁判所、法務局…など関連施設が集積し、町役場の保健・医療・福祉が果たす役割が小さく経験も希薄とのこと。また、それらが地方分権の流れで権限委譲が進んでも、町には人材・予算がない。

　　→浦河・様似・えりも３町の「地域活動支援事業」の相談事業の予算（計画段階）は年間180万円

Ⅱ）障害者自立支援法の課題
　向谷地氏は自立支援法が施行されたことについて以下の様なことを話していた。

　・障害が一元化されたことで精神障害がやっと他障害並みに扱われる土壌ができた

　・サービスの質の向上に向けた創意工夫や横の連携をもたらしたこと

　・市民の力が問われること

　・福祉の現場への市場原理、競争原理の導入

　・地域間格差、施設間格差

　・「利用者の選択の幅を広げる」目的でもあった法律だが、選択できるサービスがない。

Ⅲ）自立支援法の影響

向谷地氏は自立支援法が施行されたことの医療・福祉機関への影響と改善について以下の様なことを話していた。

　・入院医療の抑制により、精神科病院は精神科デイケアを次なる収入源として考えている。

　　→精神科デイケア利用者は増加傾向

　　→「医療－患者」・「地域支援－利用者」間で争奪戦が起きる可能性がある。


改善案

　・地域での計画的なサービス配置と連携が必要

　・グループホームに入居しているメンバーが、外泊（講演会活動なども）するとその分補助金が減らされるという矛盾など細かな部分の改善

　・法律がとにかく当事者にとって分かりにくい為学習会・説明会の開催

Ⅳ）浦河における「自立支援法」への対応

　　実際に法律施行後に行っている活動としては、以下のことを話していた。

・べてるの家、家族会、当事者自助グループ、社協、町福祉課、日赤病院精神科職員が一堂に会しての学習会の開催

　・町内の知的・精神・身体・日赤病院による「浦河福祉施設連絡会」の発足

　・就労に向けた当事者の「一人一事業」の支援

　・当事者を中心としたNPOの立ち上げ

　・病院のデイケアがショートケアに移行し、べてると相互利用を可能にした。


「べてるの家」関連機関フロー



















テーマ「障害者自立支援法の現状と課題　～地域生活支援事業の活動状況について」

午後はこのテーマに基づき、「現在参加者はどの様な悩みや問題を抱えているか」の意見を出し合った。グループワークにて意見を出し合う機会（45分）があったが、その前に地域活動支援センター「すみれ」話題提供がなされた。今回は時間もなく、詳細や改善策を検討する機会がなかったが、他機関の考えも聞け、貴重な体験となった。

自立支援法施行後では、各市町村ごとで全く違ったサービスが展開されることも考えられ、今回他参加者の話を聞いていてもそれを課題点として挙げている方も多く見られた。私は、各市町村が目的を持ち、例えば、「退院促進」を進行していければ自然と国の在院日数や病床数及び医療と福祉の予算振り分けなども変化するものだと考え、問題となっていることは、財源の確保などによる福祉の現場による市場原理ではないかと感じた。この事は向谷地氏も少々話していたが、単に各施設・機関で競争するのではなく、利用する方々のニーズを捉え、各市町村の医療機関・施設などの医療機関が連携を図り、機能の分化、利用者が利用しやすい環境作りを行っていく努力が必要なのだと感じた。

◎話題提供　地域活動支援センター「すみれ」　所長　鳴海　秀春　様
「すみれ」は津軽地域の8市町村と地域活動支援センター事業Ⅰ型の受諾と、西北五地域の一市より相談支援事業の委託を受けている。

△気になった点

・人員配置（「すみれ」の人員配置は以下の様になっているとのこと）

　⇒基準の人員配置よりも多く配置しているが、その理由はどの様な理由か？

　　勿論人数が多くなればサービスを濃厚にすることができるが、人件費等他の問題点はないか？

1． 地域活動支援センター事業

　　（１）基礎的事業　　　　　施設長　　　　　　　　　１名（常勤・兼務）

　　　　　　　　　　　　　　　指導員　　　　　　　　　１名（常勤・専任）　＊精神保健福祉士

　　（２）機能強化事業Ⅰ型　　精神保健福祉士　　　　　１名（常勤・専任）

2． 相談支援事業　　　　　　管理者兼相談支援専門員　１名（常勤・兼務）

　　　　　　　　　　　　　　　精神保健福祉士　　　　　１名（常勤・専任）

　　　　　　　　　　　　　　　相談支援専門員　　　　　１名（非常勤）

　　　　　　　　　事業所合計人員　　　　　　　　　常勤４名　非常勤１名

・今年度の地域啓発活動について

　⇒話の中では、予定として11月に津軽地域の高校にて福祉活動を行うとのこと。精神障害を持つ人たちに対する知識・認識の増進を図ることを目的とし、学生に現状を伝えることを話していたが、その進め方などを詳しく知りたいと感じた。

・支援業務内容について（添付資料参照）

　⇒相談・支援件数の資料を頂いたが、支援項目「入退院支援」「権利擁護」「成年後見制度」「教育問題」「心理・情緒的援助」の詳細が知りたいと感じた。

△問題（課題）提起

　Ⅰ）利用者様について

現在、地域支援事業には、移動支援など一部において自己負担があるものの、地域活動支援センター事業・相談支援事業においては負担していない。しかし、この事業においても利用者負担を設けるかは自治体裁量であり財源の関係で負担が発生する危惧がある。

⇒地域活動支援センター「すみれ」は、生活訓練施設と同設されており、施設の活動の場が取れない時もある。

　Ⅱ）自治体からの委託料について

　　　県内において、地域活動支援センター事業Ⅰ型を実施している事業所は14箇所となっているが、委託料については大きな地域格差が生じている。

　　　⇒昨年度よりも補助金は700万円程減となっている。

　Ⅲ）退院促進事業について

　　　県の広域的な支援事業であるが、未だ要綱が示されていない。

　　　⇒「すみれ」では、弘前市内の精神科単科病院と連絡を取り合い退院促進を行っている。

　　　⇒県には国から補助金が設けられているはず。

◎グループワーク

　グループごとに、個人が現在考える「自立支援法に対する悩み」を出し合った。

　

△他者の意見

　⇒障害区分認定において申請から認定まで時間がかかり、利用者様が気にかけてしまう。（病院職員）

　⇒退院促進事業が開始されない。県に相談にいったところ、今年度末の予定であると言われたとの事。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（病院職員）

　⇒授産施設において、工賃よりも利用料が高い為、利用者の意欲を削いでしまう。（授産施設職員）

　⇒デイケアと利用者の取り合いになってしまう。（地域活動支援センター職員）

⇒補助金が減少してしまった為、移転した。移転した場所は隣の部屋との壁も薄く、トラブルに発展してしまうこともあった。（地域活動支援センター職員）

　⇒利用者の人数を「利用者確保」として毎日数えてしまうことに抵抗がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地域活動支援センター職員）

　⇒数多くの利用者と関わる為、利用者とこれまでと同様に関われる時間が減少した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地域活動支援センター職員）

　⇒障害福祉計画を立てる際に県の引継ぎを受けることなく綿密な計画が立てられる時間もなかった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市　行政職員）

　⇒受診していないのに「手帳があるから」と区分認定希望をしたり、取り下げたりする方（人格障害）がいるなど、困難ケースも生まれている。　（市　行政職員）

　⇒事業所と行政の考え方に相違がある。（市　行政職員）

　⇒事務仕事が増え、入所者対応が困難となった。（地域活動支援センター職員）

　⇒過疎地において日に20名利用者確保することは困難である。（地域活動支援センター職員）

山田が意見として挙げたもの

・体系移行した際の自立訓練（生活訓練）のプログラム・支援内容について、より現実的かつ即効性のあり、デイケアなどとの機能分化を図った支援はどの様なものにするべきか？

・体系移行に伴い、利用者のケアマネジメントを行い、活動能力や目的から支援方法を再決定（環境変化）する上でその方々に不満・不安は生じないか？

・日中利用（活動）場所を選ぶ際の評価方法はどの様に行えば良いか？

・自立支援法にて、訪問看護はなく、使用できない市町村もある。また、短期入所なども利用できない市町村がある。

・他地域に住所がある方の認定→サービス提供までが時間がかかるなど困難。

・利用するサービスを決定してからの区分認定申請となり、体験外泊や急な短期入所が必要な場合に対応困難となる。

・市町村審査会の委員には障害者の地域生活に通じた人が参加することが必要であり、当事者の方々も審査会に参加しても良いのではないか？








・障害者区分認定について

障害区分の一次判定結果、概況調査だけでは当事者のニードや生活実態が把握しかねる。また、区分ごとに国庫負担基準額が決められたことで、この負担基準に準じた支給決定結果となっている自治体がある。一人ひとりのニーズに応じてサービスを決定することは出来ないか？

幻聴・幻覚の質問項目を本人に聞くことで不満を持つ方も多くいるのではないか？

・ケアホームやグループホームの利用定員は30名まで可能となっている。施設側としては「楽」になる部分もあるが、これまでの生活訓練施設や福祉ホームと同様、またはそれ以上の人数で生活訓練当事者の意識や意欲に影響はないか？

・地域移行型ホームは2年間の利用機関となっているが、病院に設置されることとなれば、入院と何が変化したのか区別しにくいのではないか？

・減免措置について、世帯収入を基本としていることもあり、当事者本人の収入で減免措置を決定した方が良いのではないか。

・国庫補助について、現在は障害者等の障害程度区分ごとの人数やその他の事情を勘案して政令で定めることとし、上限も設定されているが、負担が多くなる市町村もあるのではないか？
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